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研究成果の概要（和文）： 本研究は、罪刑法定主義の要請に焦点を当て、それが理論上・実行上どのように管
轄権行使を制約するのかを検証することを目的とした。
　研究の主な成果として、第1に、罪刑法定主義の要請は、管轄権行使を制約する要因として働きうる。またそ
うした罪刑法定主義の要請を受け、国家実行においては、国内立法や執行過程において予見可能性を確保するた
めの一定の要件や手続きを設けていることも確認した。第2に、一部の条約において国内法制の統一が図られて
いることは、第一義的には司法協力を容易にする機能を果たすものであるが、同時に、法の内容や法廷地に関す
る予見可能性を確保する機能をも果たしうることを確認した。

研究成果の概要（英文）： This research project aimed at restructuring the theory of jurisdiction by 
assessing how the principle of legality restrict the exercise of jurisdiction in an actual context. 
 The research outcomes are as follows. First, this project has achieved to confirm that the 
principle of legality actually functions as restrictive factors upon the exercise of jurisdiction. 
In response to the requirement of the principle of legality, states have established certain 
conditions for the exercise of jurisdiction or procedural requirements to ensure the foreseeability 
of law and forum for the accused. Second, this project has also succeeded in obtaining an insight 
that while the harmonization of the criminal law and procedure that certain multilateral conventions
 have sought to achieve functions as a facilitating factors for the international cooperation, it 
also functions as factors to ensure the foreseeability of law and forum for the accused. 
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１．研究開始当初の背景 

 

 研究開始当初の議論においては、外国国

家の権利を、管轄権行使を制約する要因と

捉える傾向にあった。すなわち、第 1 に、

一国が外国領域内で行われた行為に対して

立法管轄権を行使することは当該領域国の

権利に影響を与えるものであり、国際法上

の正当化事由を必要とする、第 2に、一国

が他国の領域内で執行管轄権を行使するこ

とは禁止されているから、国外犯事案にお

いて訴追・裁判を行うためには、被疑者の

身柄や証拠の確保において、それらの所在

地国の同意を得なければならないという考

え方である。 

 他方で、有力な学説によって、領域国の

権利はそれ自体として他国の立法管轄権行

使を妨げるものではないことが指摘される

ようになり、上記の議論状況は徐々にその

妥当基盤を掘り崩されつつあった。 

 

２．研究の目的 

  

 以上のような背景の下で、本研究は、外

国国家の権利に代わって、改めて管轄権行

使に対する制約としての重要性を増しつつ

ある被疑者個人の権利に焦点を当て、それ

が理論上・実行上どのように管轄権行使を

制約するのかを検証することを目的とした。 

 具体的には、管轄権の域外適用の文脈で

は法の内容及び法廷地に関する予見可能性

を期待することができないことが問題とな

ることから、こうした予見可能性が確保さ

れない場合に控訴を無効又は無効としうる

罪刑法定主義の要請に着目し、それがそも

そも管轄権行使を制約しうるのか、しうる

として、どのように制約し得るのかを分析

することとした。 

 

３．研究の方法 

 

 研究の方法として、まず国内外の罪刑法

定主義に関する学説の検討を行い、さらに、

関連する国内外の判例の分析を行った。 

 併せて様々な条約実践を取り上げること

で、罪刑法定主義の要請の現代的な意義に

ついても検討を行った。 

 

４．研究成果 

 

 研究の主な成果としては、開始時の仮説

をある程度実証しえたことを挙げることが

できる。すなわち、罪刑法定主義の要請は、

管轄権行使を制約する要因として働きうる。

またそうした罪刑法定主義の要請を受け、

国家実行においては、国内立法や執行過程

において予見可能性を確保するための一定

の要件や手続きを設けていることも確認し

た。さらに、一部の条約において国内法制

の統一が図られていることは、第一義的に

は司法協力を容易にする機能を果たすもの

であるが、同時に、法の内容や法廷地に関

する予見可能性を確保する機能をも果たし

うることを確認した。 

 以上の成果は随時研究論文として公表し

た他、科研を利用して実施した国際ワーク

ショップで内外の研究者らと意見交換をす

ることで、議論を深めることができた。 
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